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※�　慢性期とは、急性期以降を指し、せき髄ショックを脱し、全身状態が比較的安定した状態をいい
ます。急性期とは、受傷からせき髄ショックを脱するまでの期間をいい、受傷からおおむね２か月な
いし３か月までの期間をいいます。

　�　なお、せき髄損傷の急性期に発症した併発疾病について、症状固定の状態に至っておらず、療養の
必要性等が医学的に認められる場合は、せき髄損傷が慢性期に至っても引き続き労災補償の対象とな
ります。また、せき髄損傷の慢性期に、急性期の併発疾病を発症したとしても、せき髄損傷が原因で
発症したと医学的に認められれば労災補償の対象となります。
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保険給付の種類 こういうときは 保険給付の内容 特別支給金の内容

療養（補償）等
給付

業務災害、複数業務要因災害または通勤災
害による傷病により療養するとき（労災病
院や労災保険指定医療機関等で療養を受け
るとき）

必要な療養の給付※

業務災害、複数業務要因災害または通勤災害
による傷病により療養するとき（労災病院や
労災保険指定医療機関等以外で療養を受ける
とき）

必要な療養の費用の支給※

休業（補償）等�
給付

業務災害、複数業務要因災害または通勤災
害による傷病の療養のため労働することが
できず、賃金を受けられないとき

休業 4日目から、休業 1日につき
給付基礎日額の 60%相当額

（休業特別支給金）
休業4日目から、休業1日に
つき給付基礎日額の20％相
当額

障害（補償）
等年金

業務災害、複数業務要因災害または通勤災
害による傷病が治ゆ（症状固定）した後に
障害等級第 1級から第 7 級までに該当す
る障害が残ったとき

障害の程度に応じ、給付基礎日額
の313日分から131 日分の年金
第1 級313日分	 第6 級156日分
第2 級277日分	 第7 級131日分
第3 級245日分
第 4 級213日分
第5 級184日分

（障害特別支給金）
障害の程度に応じ、342万円
から159万円までの一時金
（障害特別年金）
障害の程度に応じ、算定基
礎日額の 313 日 分から 
131日分の年金

障害（補償）
等一時金

業務災害、複数業務要因災害または通勤災
害による傷病が治ゆ（症状固定）した後に
障害等級第 8級から第 14級までに該当す
る障害が残ったとき

障害の程度に応じ、給付基礎日額
の503日分から56日分の一時金
第   8級503日分	第13級101日分
第   9級391日分	第14級   56日分
第10級302日分
第11級223日分
第12級156日分

（障害特別支給金）
障害の程度に応じ、65 万
円から8万円までの一時金
（障害特別一時金）
障害の程度に応じ、算定基
礎日額の 503日分から 56
日分の一時金

遺族（補償）
等年金

業務災害、複数業務要因災害または通勤災
害により死亡したとき

遺族の数等に応じ、給付基礎日額
の245 日分から153 日分の年金
1 人       153日分
2 人       201日分
3 人       223日分
4 人以上 245日分

（遺族特別支給金）
遺族の数にかかわらず、一
律 300万円
（遺族特別年金）
遺族の数等に応じ、算定
基礎日額の 245 日分から 
153 日分の年金

障
害
（
補
償
）
等
給
付

遺
族
（
補
償
）
等
給
付

※療養のため通院したときは、通院費が支給される場合があります。
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保険給付の種類 こういうときは 保険給付の内容 特別支給金の内容

遺族（補償）
等一時金

⑴ �　遺族（補償）等年金を受け得る遺族
がないとき

⑵ �　遺族（補償）等年金を受けている人
が失権し、かつ、他に遺族（補償）等
年金を受け得る人がない場合であって、
すでに支給された年金の合計額が給付
基礎日額の 1000日分に満たないとき

給付碁礎日額の1000 日分の一時
金 (⑵の場合は、すでに支給した年
金の合計額を差し引いた額）

（遺族特別支給金）
遺族の数にかかわらず、一
律300万円(⑴ の場合のみ）
（遺族特別一時金）
算定基礎日額の1000日分
の一時金 (⑵  の場合は、す
でに支給した特別年金の合
計額を差し引いた額）

葬 祭 料 等
（ 葬 祭 給 付 ）

業務災害、複数業務要因災害または通勤災
害により死亡した人の葬祭を行うとき

315,000 円に給付基礎日額の 30 
日分を加えた額（その額が給付基
礎日額の 60 日分に満たない場合
は、給付基礎日額の 60日分）

傷病（補償）等�
年金

業務災害、複数業務要因災害または通勤災
害による傷病が療養開始後 1年 6か月を
経過した日または同日後において次の各号
のいずれにも該当するとき
⑴ �　傷病が治ゆ（症状固定）していない
こと

⑵ �　傷病による障害の程度が傷病等級に
該当すること

障害の程度に応じ、給付基礎日額
の 313日分から 245日分の年金
第 1 級 313日分
第 2 級 277日分
第 3 級 245日分

（傷病特別支給金）
障害の程度により114万円
から100万円までの一時金
（傷病特別年金）
障害の程度により算定基礎
日額の 313 日分から 245 
日分の年金

介護（補償）等�
給付

障害（補償）等年金または傷病（補償）等
年金受給者のうち第 1級の者または第 2
級の精神・神経の障害および胸腹部臓器の
障害の者であって、現に介護を受けている
とき

常時介護の場合は、介護の費用とし
て支出した額（ただし、労災保険法
施行規則に定める額を上限とする）
ただし、親族等により介護を受けて
おり介護費用を支出していない場
合、又は支出した額が労災保険法
施行規則に定める額を下回る場合は
労災保険法施行規則に定める額
随時介護の場合は、介護の費用とし
て支出した額（ただし、労災保険法
施行規則に定める額を上限とする）
ただし、親族等により介護を受けて
おり介護費用を支出していない場
合、又は支出した額が労災保険法
施行規則に定める額を下回る場合
は労災保険法施行規則に定める額

二次健康診断等
給付
※船員法の適用を
受ける船員につい
ては対象外

事業主が行った直近の定期健康診断等（一
次健康診断）において、次の⑴ ⑵ のいず
れにも該当するとき
⑴ �　血圧検査、血中脂質検査、血糖検査、
腹囲または BMI （肥満度）の測定のす
べての検査において異常の所見がある
と診断されていること

⑵ �　脳血管疾患または心臓疾患の症状を
有していないと認められること

二次健康診断および特定保健指導
の給付
⑴ � 二次健康診断
	 �脳血管および心臓の状態を把
握するために必要な、以下の
検査
① 空腹時血中脂質検査
② 空腹時血糖値検査
③ ヘモグロビンA1c 検査
  （一次健康診断で行った場合に
  は行わない）
④ 負荷心電図検査または心エ
  コー検査
⑤ 頸部エコー検査
⑥ 微量アルブミン尿検査
  （一次健康診断において尿蛋白
  検査の所見が疑陽性（±）また
  は弱陽性（＋）である者に限り
  行う）
⑵ � �特定保健指導
	 �脳・心臓疾患の発生の予防を
図るため、医師等により行わ
れる栄養指導、運動指導、生
活指導

遺
族
（
補
償
）
等
給
付
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療養（補償）等給付の請求書を提出してください。

併発疾病が治癒
ゆ
（症状固定）した場合、再度障害認定します。

　障害（補償）等年金を受給している方が、併発疾病による療養が必要であると認定され
た場合、障害（補償）等年金は支給停止となります。

　※介護（補償）等給付を受給している方が、傷病（補償）等年金の支給を受けることとなっ
　　た場合、引き続き介護（補償）等給付の支給対象となります。

併発疾病が発症したときから治癒
ゆ
（症状固定）するまで、

休業（補償）等給付または傷病（補償）等年金が支給されます。

　労災保険の保険給付は、所定の期間が経過しますと、時効により請求権が消滅しますので、十分注
意して下さい。
　主な保険給付の請求権の時効期間は、以下のとおりです。　

給付の種類 時効期間 時　効　の　起　算　日

2年

療養に要する費用を支払った日又は費用の支出が具
体的に確定した日の翌日

療養のため労働することができないために賃金を受け
られない日ごとにその翌日

介護（補償）等給付の対象となる月の翌月１日

労働者が死亡した日の翌日

5年
傷病が治った日の翌日

労働者が死亡した日の翌日

療養（補償）等給付のうち
療 養 の 費 用 の 支 給

休 業（ 補 償 ） 等 給 付

介 護（ 補 償 ） 等 給 付

障 害（ 補 償 ） 等 給 付

遺 族（ 補 償 ） 等 給 付

葬 祭 料 等
（ 葬 祭 給 付 ）
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都道府県労働局一覧／お問い合わせ

（Ｒ4．10）

■脳・心臓疾患の労災補償について詳しい情報は
最寄りの都道府県労働局又は労働基準監督署までお問い合わせください。

■脳・心臓疾患の労災補償や労災保険給付などに関する一般的なご質問は
労災保険相談ダイヤル︓０５７０－００６０３１（平日８ ３ ～１７ １５）
※ご利用には通話料がかかります。

都道府県 郵便番号 所 在 地 電話番号
北海道 札幌市北区北８条西２－１－１ 札幌第 合同庁舎 （ ）
青 森 青森市新町２－４－２５ 青森合同庁舎 （ ）
岩 手 盛岡市盛岡駅西通１－９－１５ 盛岡第２合同庁舎 （ ）
宮 城 仙台市宮城野区鉄砲町１ 仙台第４合同庁舎 （ ）
秋 田 秋田市山王７－１－３ 秋田合同庁舎 （ ）
山 形 山形市香澄町３－２－１ 山交ビル （ ）
福 島 福島市霞町１－４６ 福島合同庁舎 （ ）
茨 城 水戸市宮町１－８－３１ 茨城労働総合庁舎 （ ）
栃 木 宇都宮市明保野町１－４ 宇都宮第２地方合同庁舎 （ ）
群 馬 前橋市大手町２－３－１ 前橋地方合同庁舎 （ ）
埼 玉 さいたま市中央区新都心１１－２ ランド・アクシス・タワー （ ）
千 葉 千葉市中央区中央４－１１－１ 千葉第２地方合同庁舎 （ ）
東 京 千代田区九段南１－２－１ 九段第３合同庁舎 （ ）
神奈川 横浜市中区北仲通５－５７ 横浜第２合同庁舎 （ ）
新 潟 新潟市中央区美咲町１－２－１ 新潟美咲合同庁舎２号館 （ ）
富 山 富山市神通本町１－５－５ 富山労働総合庁舎 （ ）
石 川 金沢市西念３－４－１ 金沢駅西合同庁舎 （ ）
福 井 福井市春山１－１－５４ 福井春山合同庁舎 （ ）
山 梨 甲府市丸の内１－１－１１ （ ）
長 野 長野市中御所１－２２－１　長野労働総合庁舎 （ ）
岐 阜 岐阜市金竜町５－１３ 岐阜合同庁舎 （ ）
静 岡 静岡市葵区追手町９－５０ 静岡地方合同庁舎 （ ）
愛 知 名古屋市中区栄２－３－１ 名古屋広小路ビルヂング （ ）
三 重 津市島崎町３２７－２ 津第二地方合同庁舎 （ ）
滋 賀 大津市打出浜１４－１５ 滋賀労働総合庁舎 （ ）
京 都 京都市中京区両替町通御池上ル金吹町４５１ （ ）
大 阪 大阪市中央区大手前４－１－６７ 大阪合同庁舎第２号館 （ ）
兵 庫 神戸市中央区東川崎町１－１－３ 神戸クリスタルタワー （ ）
奈 良 奈良市法蓮町１６３－１ 新大宮愛正寺ビル３階 （ ）
和歌山 和歌山市黒田２－３－３ 和歌山労働総合庁舎 （ ）
鳥 取 鳥取市富安２－８９－９ （ ）
島 根 松江市向島町１３４－１０ 松江地方合同庁舎 （ ）
岡 山 岡山市北区下石井１－４－１ 岡山第２合同庁舎 （ ）
広 島 広島市中区上八丁堀６－３０ 広島合同庁舎第２号館 （ ）
山 口 山口市中河原町６－１６ 山口地方合同庁舎２号館 （ ）
徳 島 徳島市徳島町城内６－６ 徳島地方合同庁舎 （ ）
香 川 高松市サンポート３－３３ 高松サンポート合同庁舎 （ ）
愛 媛 松山市若草町４－３ 松山若草合同庁舎 （ ）
高 知 高知市南金田１－３９ 高知労働総合庁舎 （ ）
福 岡 福岡市博多区博多駅東２－１１－１ 福岡合同庁舎新館 （ ）
佐 賀 佐賀市駅前中央３－３－２０ 佐賀第２合同庁舎 （ ）
長 崎 長崎市万才町７－１ 長崎ビル （ ）
熊 本 熊本市西区春日２－１０－１ 熊本地方合同庁舎 （ ）
大 分 大分市東春日町１７－２０ 大分第２ソフィアプラザビル （ ）
宮 崎 宮崎市橘通東３－１－２２ 宮崎合同庁舎 （ ）
鹿児島 鹿児島市東千石町１４－１０ 　天文館NNビル （ ）
沖 縄 那覇市おもろまち２－１－１ 那覇第２地方合同庁舎１号館 （ ）

全国の労働基準監督署■せき髄損傷等に係る労災補償について詳しい情報は
　最寄りの都道府県労働局又は労働基準監督署までお問い合わせください。
■せき髄損傷等に係る労災補償や労災保険給付などに関する一般的なご質問は
　労災保険相談ダイヤル：０５７０－００６０３１（平日８:30 ～ 17:15）
　※ご利用には通話料がかかります。
■ 請求書は、厚生労働省ホームページからダウンロードできます。
(https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/rousaihoken06/03. html)
トップページ「分野別の政策一覧」雇用・労働＞労働基準＞労災補償＞労災保険給付関係請求書等ダウンロード

（R 5.  3）

請求書ダウンロード 　全国の労働基準監督署


